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は じ め に

今日の世界経済では，成長著しい新興国の存

在感が高まってきている。急速な経済成長にと

もなって生産性の低い部門が衰退し生産性の高

い部門が成長することで，新興国においては産

業構造に大きな変化が生じつつある。それと同

時に，教育水準が高まり，都市化やインフラの

整備により都市へのアクセスが向上したことで，

現在の若者世代は親世代と比較して，教育と職

業について多くの選択肢を持ち合わせるように

なった。人口構成が若い新興国の労働市場にお

いて高い割合を占める若者は，変化の渦中でど
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Ⅱ　調査地の概略とデータ収集方法

Ⅲ　記述統計

Ⅳ　推計式の定式化と推計結果

　おわりに

《要　約》

ベトナムに点在する産業集積村は，自由経済移行後の同国の経済発展に貢献してきた。教育水準が

低く，地域間の移動が限られていた現在の経営者にとっては，家業を継いで村の産業に従事すること

が有利な職業選択であった。しかし，経済が発展するにつれて，村で生産される低品質の製品は，大

企業の生産する高品質の製品に代替されつつあり，経営者の子どもたちには大学まで進学して都市で

ホワイトカラーとして働くという可能性が開けてきた。本稿は，彼らのミクロな意思決定を分析する

ため，親が子どもに対して利他的であるという前提で展開されるBecker流の「家族の経済学」に基

づくモデルを構築し，建設資材を生産する中小企業が集積するハノイ近郊の村で集めたデータを用い

ての統計分析を行った。その結果，経営者の子どもは高卒で家業を継ぐか，高等教育を受けて家業か

らは出ていく傾向にあることが明らかとなった。とりわけ，教育水準の高い親をもつ子どもは高等教

育を受け，家業以外の職業を選ぶ傾向にあり，こうした子どもの選択は，時間選好や競争志向といっ

た親の行動経済学的な属性にも影響されている。子どもには親の事業体を継承して経営者となるほか

に，親の支援の下，スピンオフして新たな事業体を立ち上げるという選択肢もあるため，複数のきょ

うだいが家業を継いで経営者となる事例が多くみられることも明らかとなった。
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――ハノイ近郊の産業集積地における中小企業の事例より――
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のように教育や職業に関する意思決定をしてい

るのであろうか。

ミクロ経済学的な観点からの教育と職業に関

する意思決定に関しては，親子間での選択に強

い相関があることが明らかになっている（Black 

and Devereux［2011］の展望論文参照）。Dunn and 

Holtz-Eakin［2000］は自営業の部門を分析し，

親が自営業を営む場合には，子も自営業を選ぶ

傾向にあることを明らかにした。先進国でも新

興国でも自営業の大部分は家族経営で営まれて

お り［Bertrand and Schoar 2006; La Porta, Lopez-de-

silanes, and Shleifer 1999］，誰が事業を継ぐかとい

うことが事業の将来を大きく左右することから，

経済学において家族経営の後継者選びについて

の関心が高まりつつある（たとえば，Bennedsen 

et al.［2007］，Ellul, Pagano, and Panunzi［2010］）。

しかしながら，Brockhaus［2004］やSharma and 

Chua［2013］が指摘するように，家族経営研究

のほとんどが先進国におけるデータを用いてい

るため，変化の渦中にある新興国においてこそ

後継者選びがその後の事業に与える影響は大き

い可能性があるにもかかわらず，新興国におけ

る家族経営の分析は限られている。

本稿は，アジアの新興国のひとつであるベト

ナムの首都ハノイ郊外に位置する産業集積地の

村を事例として，経営者の子どもの教育と職業

の選択を分析する。ベトナムには，数世紀前か

ら手工芸品を生産してきた工芸村と呼ばれる

村々が全国に点在し，家業としての手工芸品の

生産が親から子へと伝統的に引き継がれてきた。

1986 年のドイモイによる経済の自由化以後，

こうした工芸村のうちのいくつかは産業集積村

として発展することで数多くの雇用を創出し，

ベトナムの経済発展に貢献してきた［Oostendorp, 

Trung, and Tung 2009; 坂田 2009a］。しかしながら，

今日では消費者の所得水準が高まるにつれて，

産業集積村で生産される低価格・低品質の製品

への需要が減少し，多くの村において産業が衰

退の兆しをみせつつある。かつては，村内で結

婚相手を見つけて村に残り，家業を継ぐという

のが慣例であり，それが経済的にも社会的にも

有利な選択であった。しかし今の若者世代は，

高等教育やホワイトカラーの職を求めて都市に

出ていくことが可能になってきており，結果と

して，村でのこうした慣例を維持することが困

難になりつつある。本稿は，産業集積村におけ

る中小企業の経営者とその子どものデータを用

いて，新興国の変化しつつある環境下での若者

世代の選択をミクロ経済学の視点から分析しよ

うという試みである（注１）。

まず，Becker［1974; 1993］のモデルに基づき，

自分の子どもに対して利他的な親が，富の一部

を子どもに与えることで子どもの教育と職業の

選択に影響を与えるという理論モデルを構築す

る。そしてモデルから導出される仮説を，独自

に収集したデータを用いての統計分析により検

証する。その際，似たような製品を生産してい

る集積地の経営者に注目することで，地理的な

要因や，産業の違いによる要因をできる限りコ

ントロールすることが可能となる。統計分析の

結果，経営者の子どもは高卒で村に残り家業を

継ぐか，もしくは，高等教育まで進んだ後に家

業からは出ていく傾向にあることが明らかと

なった。特に，教育水準の高い親をもつ子ども

は，後者の選択をする傾向にあり，こうした子

どもの選択は，親の教育水準だけでなく，時間

選好や競争志向といった行動経済学的な属性に

も左右されている。また，子どもには親の事業
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体を継承して経営者となるだけでなく，親の支

援の下でスピンオフして新たな事業体を立ち上

げるという選択肢もあるため，複数のきょうだ

いが家業を継いでそれぞれ経営者となる事例が

多くみられることも明らかとなった。

本稿の構成は以下の通りである。まず第Ⅰ節

で理論モデルを構築し，モデルより導出される

仮説を提示する。第Ⅱ節では，分析の対象とな

る産業集積地の村の特徴を概観した上でデータ

の収集方法を説明する。第Ⅲ節でデータの記述

統計を示し，第Ⅳ節で推計式を定式化，回帰分

析の結果を示す。最後に，論文をまとめる。

Ⅰ　理論モデルと仮説

本稿が対象とする村では，伝統的に子どもが

親の家業を継ぐことで製造業が発展してきた。

現在の経営者やその親世代にとっては，教育水

準が低かったことや当時の経済状況に鑑み，家

業を継ぐことが有利な職業選択であった。しか

し，教育水準が高まったことにより今の若者世

代のほとんどが高校までは卒業し，さらに高等

教育に進学するという道も開けてきた。また，

村で家業を継ぐだけではなく，都市において高

い賃金を期待できるホワイトカラーの職業を選

択することも可能となりつつある。このような

状況下で，今日の調査地における若者世代の教

育と職業についての選択肢は以下の 4つに大別

できる。①高等教育を受け家業以外の職（おも

に都市でのホワイトカラーの職）に就く，②高等

教育を受け家業を継ぐ，③高校卒業後に家業以

外の職に就く，④高校卒業後に家業を継ぐ，で

ある。子は教育や職業の選択にあたり親からの

アドバイスを受けており，特に家業を継ぐこと

を選択した場合には，親から金銭面および経営

面での幅広い支援を受ける。そのため，Becker

の「家族の経済学」のモデルが示唆するような

かたちで，子どもの教育や職業の選択は親の影

響下にあると考えられる。本節では，本稿の分

析の土台となる，利他的な親と利己的な子ども

からなる理論モデルを構築し，モデルより導出

される仮説を提起する。

１．理論モデル

Beckerのモデルに基づき親の効用関数（U）は，

親自身の消費（C）および子どもの効用（Vi）

の関数であるとする。ここで iは i番目の子ど

もを表す。

　U = U (C, V1, V2, …, Vn ) ⑴

子どもに対して利他的である親は，自身の富

の一部を，教育投資あるいは遺産というかたち

で子どもに委譲する。遺産には土地や機械と

いった製造業においてより活用されるものを含

むため，子どもの選ぶ職業によって遺産の価値

が異なると考えられよう。よって，B b
iを子ど

もが親の家業を継ぐことを選んだ場合の遺産の

価値を（上付き文字のbはbusinessを示す），Bw
iを

子どもがそれ以外の職業に就く場合の遺産の価

値を示すこととする（家業を継がない場合は賃金

労働に従事することがほとんどであるため，wは

wage earnerを示す）。親の資金制約は以下の通り

表される。

　W = C +Si [pE k
i + diB b

i + (1 – di)Bw
i] ⑵

ここで，Wは親の富を，pは教育の単位当た

りの費用を，そしてE k
iはi番目の子どもの教育

水準を示す。子どもは利己的であるため，その

効用は自身の収入と親からの遺産の合計にのみ

依存し（親の家業を継ぐ場合の収入はY b
i，そうで
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ない場合はY w
iと表す），家業を継ぐことから得

られる効用が大きければ子どもは家業を継ぎ，

そうでなければ賃金労働に従事することを選ぶ。

したがって，i番目の子どもの職業の選択 diは

以下の通り，家業を継ぐ場合に 1を，そうでな

い場合には 0をとる二値の変数として表される。

　
di = ｛ 1  if  V (Y b

i + B b
i) > V (Y w

i + Bw
i)

　          0  otherwise ⑶

利他的な親は，財産を残すだけではなく，子

に経営の知識やノウハウなどの無固形な支援を

与えると考えられる。実際に調査地において，

経営者が子どもの経営を支援しているという事

例を多く見聞きした。しかしながら，こうした

支援は顧客や取引先の紹介や，知識，経験，ノ

ウハウなどの継承といったさまざまな形態をと

り，定量的に測ることが困難である。そのため，

本稿では単純化して，親は子が家業を継ぐ場合

にできる限りの支援をしていると仮定する。し

たがって，子が家業を継ぐ場合の収入は，子自

身の教育水準（E k
i）とその他の属性（X k

i）だ

けでなく，親の教育水準（E p）とその他の属性

（X p）にも影響される。

　Y b
i = f (E k

i, X
k
i, E

p, X p) ⑷

一方で，子が親と異なる職業を選んだ場合に

は，親は財産を残す以外の支援はできないもの

と仮定する。ゆえに，子が親と異なる職業を選

んだ場合の収入は，子自身の属性にのみ依存し，

          Y w
i = g (E k

i, X
k
i) ⑸

と表される（注２）。

上述の枠組みにおいて，親は⑵式の制約下で

⑴式を最大化し，子どもは式⑷と⑸の制約下で

自身の効用を最大化するdiを選択する。こうし

た親と子のそれぞれの効用最大化の結果，均衡

となる子どもの教育水準と職業選択が決定され，

以下のように表される。

　E k
i
* = E k (X k

i, X
k
-i, E

p, X p, W ) ⑹

　di
* = d (X k

i, X
k
-i, E

p, X p, W ) ⑺

ここで，X k
-iは i番目の子どものきょうだいの

属性を表す。なお，遺産の額についても同様な

かたちで決定されるが，遺産は計画されていて

も実際にはまだ相続されていない場合がほとん

どであり，信頼性のある定量的なデータを収集

することは困難であることから，本稿の実証分

析では，子どもの教育と職業の選択に焦点をあ

てる。

２．仮説

式⑹と⑺において，均衡となるE k
i
*とdi

*は多

くの要因に影響されるが，なかでも重要なのは，

子どもが家業を継ぐ場合とそうでない場合に収

入がどの程度子どもの教育水準に反応するかと

いう点であり，それにより 2通りの組み合わせ

が考えられる。家業以外の職を選んだ場合の収

入がより教育に反応する，言い換えれば，賃金

労働において教育のリターンが高いのであれば，

能力の高い子どもは高い教育を受けて高い賃金

の職を探そうとし，親もそうした子どもの教育

に積極的に投資するであろう。この場合，能力

の低い子どもは，幅広く親の支援を得られる家

業を継ぐことを選択する。一方で，家業の経営

において教育のリターンが高いのであれば，経

営能力の高い子は高等教育を受けて優秀な経営

者になることを選択し，能力の低い子は家業以

外の職を選択した上で，親からは教育投資の代

わりに多くの財産を得ることを選択するであろ

う。

本稿で分析の対象とするベトナムにおいては，

ベトナム総統計局（General Statistics Office: GSO）
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の集めた大規模な家計調査のデータの分析によ

り，賃金部門において自営業部門よりも教育の

リターンが大きいということが明らかにされて

いる［Oostendorp and Doan 2013］。さらに，後述

するように，本稿の分析対象の村を含むベトナ

ムの産業集積村の多くで産業が衰退しつつある

ことを踏まえると，特に教育の高い子どもに

とっては，家業に残ることと比較して，発展の

見込まれるホワイトカラーの賃金労働に従事す

ることの魅力が高まっていると予測される。し

たがって，以下の仮説が導出される。

〔仮説 1〕子どもは高等教育には進まずに

家業を継ぐか，もしくは，高等教育まで進ん

で家業以外の職業を選択するという，いずれ

かの組み合わせを選ぶ傾向にある。

次に，式⑹と⑺に含まれる，子どもの属性

（X k
i）の影響について検討する。家族経営に関

する文献においては，経営者の意向やその子ど

もたち自身の選好により，経営者の娘よりも息

子が事業の後継者となる事例が多いことが幅広

く知られている［Vera and Dean 2005］。とりわけ，

他のきょうだいも家族労働者として事業に従事

する場合に，長男が後継者となることは他のき

ょうだいにとって受け入れやすく，きょうだい

間での調和を保つための最適な選択となる

［Bennedsen et al. 2007］。Yan and Sorenson［2006］

は儒教の影響のある国においては特にこうした

傾向が強いことを明らかにした。

こうした既存の研究はおもに先進国を対象と

しており，家業を継ぐということは，基本的に

は親の事業体をそのまま継承するということが

想定されている。親の事業体を引き継ぐことで

企業のブランドや評判を継承できる場合には，

子どものうちの 1人が親の事業体を継承するこ

とが有利な選択となろう。とりわけ，規模の経

済が働く場合は，事業体を継いだ子ども以外の

きょうだいは家族労働者としてその事業体で働

くことで，事業規模を拡大していくことが合理

的な選択となる。しかしながら，産業集積村の

企業においては，企業はほぼ同質の製品を作っ

ているため差別化が困難で，そもそも製品の質

が高くないため各企業のブランドは確立されて

いない。また，現在の生産方法では土地や技術

の制約により，大量生産による規模の経済によ

る恩恵は限られている。したがって，必ずしも

きょうだいのうちの 1人が親の事業の唯一の後

継者となる必要がなく，実際に調査地において

は，複数のきょうだいが親と同産業の職業を選

ぶ際に家族労働者として働くことは稀で，親は

それぞれの子どもの事業がスピンオフして独立

できるように支援するということを見聞きした。

したがって，以下を仮説として提起する。

〔仮説 2〕親の事業体をそのまま継承する

だけでなく，スピンオフして子どもがそれぞ

れの事業体を立ち上げるかたちで家業を継ぐ

という選択肢も存在することにより，一般的

にみられるように必ずしも男児，とりわけ長

男が家業を継ぐわけではない。

続いて，式⑹と⑺に含まれる，親の教育水準

（E p）とそれ以外の属性（X p）について検討する。

教育に関しては，たとえばBowles and Nelson

［1974］のモデルが示すように，教育水準の高

い親ほど学業における能力がありそれは子ども

に遺伝されるため，子どもの教育水準も高くな

る傾向にあり，仮説 1が示すようにこうした子

どもは家業からは出ていくと予測される。家業

を継ぐかどうかの選択に関しても親の教育水準

が影響してくるが，それがどのように作用する
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かは状況に左右される［Cadieux 2007］。ベトナ

ムの産業村においては，教育水準の高い親ほど

村の産業が衰退しつつあるという潮流を認識し，

将来を見据えて家業からは出ていくように子ど

もに働きかけているのではないかと考えられる。

また，家族経営研究においては，リスク志向，

時間選好，競争志向などの経営者の属性が後継

者選びに影響を与えるということが理論上は議

論されているが，データの制約により実証分析

は行われておらず（たとえば，Lumpkin and 

Brigham［2011］，Marshall et al.［2006］，Prokesch

［2002］），こうした属性がどのように子どもの

選択に影響するかに関しては実証的な問題とな

る。事業の拡大のためにリスクをとることがで

きて，投資に対するリターンを待つ忍耐強さが

あり，競争志向のある経営者は事業への意識が

高いと想定されるため，こうした経営者は子ど

もに家業を継ぐように働きかけているのではな

いかと考えられる。ここまでの議論をまとめて

以下を仮説として提起する。

〔仮説 3〕教育水準が高い親は家業から出

ていくように子どもに働きかける一方で，事

業への意識の高い親は家業を継ぐように働き

かけるため，教育水準が低く，リスク志向で，

忍耐強く，競争志向の強い親をもつ子どもは

家業を継ぐ傾向にある。

Ⅱ　調査地の概略とデータ収集方法

本節では，本稿が分析対象とする産業集積村

の特徴を概観した上で，データの収集方法を説

明する。

１．調査地の概略

坂田［2009a］によると，北ベトナムを中心に，

ベトナム全土には 1000 以上もの工芸村と呼ば

れる産業集積村が点在し，村人は農業に従事す

るとともに，伝統的に村特有の工芸品を生産し

てきた。ベトナムの工芸村の特徴として，工芸

品の生産が近隣の村には広まらないという点が

あり，製品の生産が村内に集中することであた

かも古くから「一村一品」を行ってきたような

様相を呈している。本稿では，生産額でも労働

者数の点からみても最も発展した工芸村のひと

つで，ベトナムの首都ハノイから 20 キロメー

トル北東に位置するバクニン省ダーホイ村を分

析の対象とする［坂田 2009b］。

Nam, Sonobe, and Otsuka［2009］によると，

ダーホイ村では約 400 年前から鋤や鍬といった

農機具や鍋釜が製造されており，1986 年のド

イモイによる自由経済移行後は，鉄くずを原料

とした低品質で安価な建設資材の製造が急速に

普及し，建設資材産業が発展した。坂田［2009b］

の分類によると，村では 3通りの事業体が操業

している。第 1に，鉄くずなどを原料として釘

やねじなどを作る小手工業者，第 2に，解体さ

れた船舶等の大型の鉄筋を裁断・圧延して建設

用線材を製造する業者，そして第 3に，鉄くず

を溶融して鋼塊にした上で圧延し，棒状の建設

資材を製造する業者である。ひとつめのグルー

プは比較的規模が小さく，家の軒先を作業場に

して本人，あるいは家族だけで操業している

ケースが大多数であるため本稿では分析の対象

外とし，後者の 2グループに焦点をあてる。後

者の 2グループはそのほとんどが住居とは別に

工場を構えており，おもに村外から来ている

10 人以上の労働者を雇用して操業しているた
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め，中小企業と呼べる体をなしている。なお，

ダーホイ村においては村人のほとんどが建設資

材産業に従事しており，農業をおもな収入とし

ている家計は今やほとんどみられない。

Nam, Sonobe, and Otsuka［2009］が統計分析

の対象とした 2000～2006 年の間には，ベトナ

ム全土での建設資材の需要の高まりとも相まっ

て，産業は急速な成長を記録した。わずか 6年

間に，企業の生み出す付加価値の額はインフレ

の影響を差し引いて実質化しても，約 3倍と

なった。坂田［2009b］は，2001 年にバクニン

省の主導で村の農地が買収されて広大な工業区

が整備されたことと，環境に関する規制が弱

かったため環境保護への設備投資が必要でな

かったことも，この村の建設資材産業の発展に

寄与したと分析する。

しかし，都市部を中心に消費者の所得が高ま

ることで，今日では鉄くずを原料とした低品質

の建設資材の需要は減少の兆しをみせつつある。

より高品質の建設資材を作るためには広大な土

地と大規模な投資が必要であり，現在の村の中

小企業のもつ設備では高品質の建設資材は製造

できない。さらに，ベトナムが 2007 年に世界

貿易機関（WTO）に加盟したことにより，鉄鋼

業においても自由化や国際統合圧力が高まりつ

つあるため［川端 2007］，規模の経済の働かな

い村の中小企業はより一層厳しい立場におかれ

ていくであろう。ドイモイ以後のベトナム経済

の発展とともに成長してきた建設資材産業では

あるが，経済発展がある段階に達したことで衰

退の兆しをみせはじめたという課題に加え，環

境保全への投資をすることなく製造過程で排出

される粉塵や工業汚水を垂れ流しにしてきたこ

とから，今日では村の住環境の悪化が大きな問

題となっている。

２．データ収集方法

ダーホイ村が属するチャウケー社（社は村の

上の行政単位）の役所から提供された中小企業

の一覧をもとに，製造されている製品ごとの層

化無作為抽出によって 155 企業を選び，

2012 年 12 月に経営者へのインタビューにより

データを収集した。企業のほとんどは夫婦に

よって共同経営されており，本稿では企業の意

思決定においてより決定権をもつほうを経営者

と定義し，インタビューを行った。インタビ

ューはトレーニングを受けたベトナム人によっ

てベトナム語で行われ，回答を拒否された 1企

業と，事業をやめて村から出ていってしまって

いたために行方を追うことができなかった 1企

業を除く，153 企業の経営者からのデータを収

集し，532 人の子どもの情報を得た。現在では

ほとんどの子どもが高校までは卒業するため，

本稿では，高校を卒業している年齢である 18

歳以上の子ども 275 人をサンプルとして統計分

析を行う。

Ⅲ　記述統計

１．企業と経営者の記述統計

表 1に企業の規模と経営者の属性の記述統計

を示す。インフレの影響を考慮するため消費者

物価指数でデフレートした企業当たりの実質付

加価値額をみると，2004 年には 1703 百万ドン

であったものが，2008 年には 1256 百万ドンへ，

そして 2012 年には 981 百万ドンへと 8年間で

ほぼ半減し，村の建設資材産業が衰退しつつあ

ることを示している。利益に関しても同様に，
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8 年間でほぼ半減した。ただし，半減したとは

いえ 2012 年の企業当たりの平均である 674 百

万ドンは，バクニン省における平均的な家計の

年間所得である 20 百万ドンと比較するとはる

かに大きい［GSO 2010］。平均的な家計と比較

して経営者は機械や工場といった資産をもって

いるため単純な比較は控えるべきだが，後述す

るように今でも多くの子どもが家業を継ぐこと

を選択しているという事実は，経営者になるこ

とによる収入が大きいことを示唆しているので

表１　企業の規模と経営者の属性

企業の規模 N=153

平均値 ［中央値］

付加価値額［百万ドン］

　2004年

　2008年

　2012年

利益［百万ドン］

　2004年	

　2008年

　2012年

労働者数［人］

　2004年	

　2008年

　2012年

1,703

1,256

981

1,317

763

674

22.9

20.7

19.4

［1,252］

［978］

［410］

［926］

［488］

［214］

［23］

［19］

［13］

経営者の属性 N=153

平均 （標準偏差）

2012年12月時点での年齢

男性ダミー

教育年数

子どもの数

リスク志向［0-10］

忍耐強さ［0-5］

競争志向ダミー

認知力［0-5］

42.7

0.47

6.8

3.4

3.3

2.2

0.48

3.0

（7.80）

（0.50）

（2.80）

（1.19）

（2.81）

（1.93）

（0.50）

（1.30）

（出所）筆者作成。

（注）付加価値額は売上から生産費用（賃金支払いは除く）を引いたも

のと定義する。利益は付加価値より賃金支払いを引いたものと定

義する。付加価値額および利益は，GSOの消費者物価指数により
デフレートし，2005年価格に調整済みである。デフレーターの値

は2004年が0.923，2008年が1.432，そして2012年が2.165である。
2005年の期中平均の為替レートは，1ドル＝15,859ドンであるため
（JETROウェブサイト），百万ドンは約63USDに相当する。2004年
の付加価値は Nam et al.［2009］のデータから計算し，2008年の付
加価値は別のプロジェクトのために著者らが集めたデータに基づ

いて計算した。
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あろう。

経営者のリスク選好等の属性に関しては，行

動経済学や実験経済学において用いられている

方法により定量的なデータを収集した。まず，

リスク志向は，経営者による 10 段階での自己

評価に基づき，0が極度のリスク回避的，5が

リスク中立的，10 が極度のリスク選好的を表

す指標とした（注３）。忍耐強さは，翌日 100 万ド

ンを受け取るかもしくは 3カ月後にそれより多

額のお金を受け取るかのどちらを好むかという

質問を，3カ月後に受け取れる額を変えながら

いくつか尋ねた（注４）。経営者の回答に基づいて

3カ月間の割引率を計算し，0は 100 パーセン

ト以上，1は 50～100 パーセント，2は 35～50

パーセント，3は 20～35 パーセント，4は 10

～20 パーセント，5は 10 パーセント未満と分

類し，割引率が低くなるほど忍耐強いことを示

す。競争志向については，経営者が絶対評価に

よる報酬か，少数の成績の良い人だけが大きな

報酬をもらえる相対評価による報酬のどちらを

好むかを尋ね，後者を選んだ経営者を競争志向

であるというダミー変数とした（注５）。認知力に

関しては，経営者に 5つの数学の問題を解いて

もらい，正答数をその尺度とした。

２．経営者の子どもの記述統計

図 1はサンプルとなる子どもの教育・職業別

のグループ分けを図示している。一番上の分岐

で，子どもがまだ就学中か既卒かを区分する。

275 人のサンプルの子どものうち，就学中の 34

人をグループ 1とする。このグループは高等教

育に進学し，かつまだ在学しているグループで

ある（注６）。次に既卒の子ども 241 人が，高等教

育以上の教育を受けているかどうかを区分する。

その上で，既卒で高等教育以上の子ども 28 人

を，家業を継いだ子どもと，家業以外の職業を

選んだ子どもとに区分し，それぞれをグループ

2（11 人），グループ 3（17 人）とする。同様に，

既卒で高等教育未満の子ども 213 人を，家業を

継いだグループ 4（160 人）と，家業以外の職

業を選んだグループ 5（53 人）に区分する。

ベトナムにおいて高等教育へのアクセスが向

上しつつあるとはいっても，まだ高等教育以上

の教育を受けた子どもは少数派である（既卒の

241 人のうち 28 人であるため 12 パーセント）。た

だし，グループ 1の子どもは将来的に高等教育

以上の教育を受けることになるので，サンプル

全体としてみると，高等教育以上の教育を修了

することになる割合は 23 パーセント（＝（34＋

28）/275）となる。図 1より，高等教育以上の教

育を受けた 28 人の子どものうち家業を継ぐの

は，その 39 パーセントにあたる 11 人である一

方で，高等教育未満の子ども 213 人のうちの

75 パーセントにあたる 160 人が家業を継ぐこ

とを選んでいるということが読みとれる。言い

換えれば，家業を継いだ子どものなかで高等教

育以上の教育を修了している子どもはわずか 6

パーセント（＝ 11/（11＋160））である一方，家

業以外の職業を選んだ子どもの中で高等教育以

上の教育を修了している子どもは 24 パーセン

ト（＝ 17/（17＋53））に上り，図 1は仮説 1を支

持する結果を示している。なお，グループ 2か

ら 5をサンプルとしたPearsonのカイ二乗によ

る独立性の検定では，検定値が 15.01 であり，

教育（高等教育以上かどうか）と職業（家業を継

ぐかどうか）の選択が独立であるという帰無仮

説が 1パーセント水準で棄却された。

家業を継いだグループ 2と 4の計 171 人の子
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どものうち，78 人は親の事業体で働いている。

まだ若いため親と共同経営，あるいは親の見習

いをしており，経験を積んだ後にスピンオフす

るか，あるいは親の事業体を継承することが期

待される子どもたちである（注７）。残る 93 人の

うち，41 人の子どもは親の企業からスピンオ

フして自分自身の事業体を立ち上げており，49

人の子どもは配偶者の事業体を共同経営してい

る（注８）。なお，きょうだいが共同経営者となる

ことは稀で，親の企業から独立している場合の

ほとんどは，夫婦が共同経営者となっている。

配偶者とともに親の企業からは独立した事業体

を経営する場合にも，そのほとんどの事業体は

村内に立地しており，顧客の紹介や注文を回し

あうことで，親の企業と密接に結びついてい

る（注９）。また，スピンオフしている場合も，親

から技術やノウハウを学び，親の強い影響下に

あるため，本稿では家業を継いでいるとみなし，

広義での家業を継ぐかどうかの選択を分析す

る（注10）。親から子どもの企業への支援を網羅的

に定量化することは難しいが，金銭的な支援に

関してのデータを収集したところ，子どもがス

ピンオフして自身の企業を操業している場合に

平均 1115 百万ドン（中央値は 1000 百万ドン），

子どもが配偶者の企業を共同経営している場合

に平均 241 百万ドン（中央値は 200 百万ドン）

というかなり大きな額の支援をしたという回答

を得られた。

図１　サンプルの経営者の子どもの教育・職業別グループ分け

（出所）筆者作成。

18歳以上の子どもすべて

N=275 

就学中

N=34 

（グループ 1）

既卒

N=241 

高等教育未満

N=213 

高等教育以上

N=28 

高等教育未満で

家業以外

N=53 

（グループ 5）

高等教育未満で

家業

N=160 

（グループ 4）

高等教育以上で

家業以外

N=17 

（グループ 3）

高等教育以上で

家業

N=11 

（グループ 2）
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次に，子どもの属性を検証していく。18 歳

以上の経営者の子どもは平均年齢が 23.9 歳で

教育年数が 11.3 年であり，表 1で親の世代の

平均年齢が 42.7 歳で教育年数が 6.8 年であるの

と比較すると，わずか 1世代の間に教育水準が

大きく向上したことが読み取れる。Barro and 

Lee［2013］のデータによると，ベトナムにお

ける 2010 年時点での平均教育年数は，15～19

歳のコーホートで 8.2 年，20～24 歳のコーホー

トで 9.1 歳，25～29 歳のコーホートで 8.2 年で

ある。経営者の子どもたちの教育水準が一般的

なベトナムの同世代と比較して高いことは，本

稿の対象とする村が首都ハノイに近いことと，

経営者が裕福であるため十分に子どもの教育に

投資することができたという理由によるのであ

ろう。

表 2は子どもの属性を図 1の教育・職業別グ

ループ別に示す。男性ダミーはグループ間での

平均に差がないため（一番右の列にグループ間で

の平均値の差のＦ検定のp値を示している），仮説

2を支持している。しかし，第一子ダミーはグ

ループ 2と 4で高くなっており，第一子のほう

がそれ以外のきょうだいと比較して家業を選択

する傾向にあることを示唆しているため，長男

は家業を継ぐ傾向にあるという可能性は否定で

きない。親の教育年数に関して，全グループを

比較するとグループ 2と 3の間で父親の教育水

準，母親の教育水準ともに高くなっており，グ

ループ 4と 5とを比較すると，グループ 5で父

親の教育水準が高くなっている。このことは，

親の教育水準が高いと子どもの教育水準も高く

なる傾向にあり，そして子ども自身の教育水準

を考慮してもなお，子どもの職業選択に親の教

育水準が影響している可能性を示唆しており，

仮説 3と整合的である。経営者の行動経済学的

な属性に関しては，グループ 2の間でリスク志

向，忍耐強さ，認知力が最も高く，競争志向は

グループ 3に次いで高くなっている。特に事業

への意識が高い親はその子どもを，高等教育を

受けた優秀な経営者として育てようとしている

のではないかという解釈が可能であろう。子ど

もの選択には多くの要因が同時に関係してくる

ため，次節の回帰分析では，複数の要因をコン

トロールしつつ，子どもの選択における子ども

本人と親の属性による影響を検証する。

Ⅳ　推計式の定式化と推計結果

１．推計式の定式化

第Ⅰ節で提起された仮説を検証するために，

本節では式⑹と⑺に基づく推計式を定式化して，

第Ⅱ節で説明したデータを用いて回帰分析する。

推計式は，

Prob (Yij = 1) 

　　　　= L (a1Z
k
ij + a2E

p
j + a3Z

p
j + a4W j) ⑻

と表され，経営者 jの子ども iの教育と職業の

選択Yijが，右辺に含まれる変数のロジスティッ

ク関数であるとする。右辺の変数として，子ど

もの属性（X k
i）のうち観察可能な部分（Z ij），

親の教育水準（E p
j），親のその他の属性（X p）

のうち観察可能な部分（Z p
j），そして親の富

（W j）が含まれる
（注11）。親の富については，内

生性の問題を避けるため直近の 2012 年の付加

価値額は加えず，2008 年と 2010 年の付加価値

額の平均の対数をとったものをその代理変数と

する（注12）。式⑹と⑺にはきょうだいの属性（X k
-i）

も含まれているが，きょうだいの数は家計に

よって異なり，きょうだいそれぞれの属性がど
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表
２
　
教
育
・
職
業
別
グ
ル
ー
プ
ご
と
の
子
ど
も
と
親
（
経
営
者
）
の
属
性

教
育

就
学
中

高
等
教
育
以
上

高
等
教
育
未
満

グ
ル
ー
プ
間

の
平
均
値
の

差
に
つ
い
て

の
F
検
定

の
p
値

職
業

家
業

家
業
以
外

家
業

家
業
以
外

グ
ル
ー
プ（
図
１
参
照
）

グ
ル
ー
プ
1

グ
ル
ー
プ
2

グ
ル
ー
プ
3

グ
ル
ー
プ
4

グ
ル
ー
プ
5

グ
ル
ー
プ
ご
と
の
サ
ン

プ
ル
数

N
=
34

N
=
11

N
=
17

N
=
16
0

N
=
53

子
ど
も
の
属
性

平
均
（
標
準
偏
差
）

平
均
（
標
準
偏
差
）
平
均
（
標
準
偏
差
）

平
均
（
標
準
偏
差
）
平
均
（
標
準
偏
差
）

教
育
年
数

年
齢

男
性
ダ
ミ
ー

第
一
子
ダ
ミ
ー

き
ょ
う
だ
い
の
数

13
.9

19
.2

0.
53

0.
29 2.
6

（
1.
07
）

（
1.
12
）

（
0.
51
）

（
0.
46
）

（
1.
23
）

15
.2

24
.2

0.
55

0.
55 3.
2

（
0.
98
）

（
3.
43
）

（
0.
52
）

（
0.
52
）

（
1.
17
）

16
.1

25
.3

0.
65

0.
24 3.
3

（
1.
34
）

（
3.
46
）

（
0.
49
）

（
0.
44
）

（
1.
61
）

10
.3

24
.5

0.
50

0.
41 3.
2

（
2.
25
）

（
4.
69
）

（
0.
50
）

（
0.
49
）

（
1.
38
）

10
.1

23
.5

0.
45

0.
26 3.
3

（
2.
41
）

（
4.
15
）

（
0.
50
）

（
0.
45
）

（
1.
28
）

0.
00
0

0.
00
0

0.
23
5

0.
05
9

0.
09
8

親
の
属
性

平
均
（
標
準
偏
差
）

平
均
（
標
準
偏
差
）
平
均
（
標
準
偏
差
）

平
均
（
標
準
偏
差
）
平
均
（
標
準
偏
差
）

教
育
年
数
（
父
親
）

教
育
年
数
（
母
親
）

リ
ス
ク
志
向
［
0-
10
］

忍
耐
強
さ
［
0-
5］

競
争
志
向
ダ
ミ
ー

認
知
力
［
0-
5］

企
業
の
付
加
価
値

7.
3

5.
0

2.
6

2.
6

0.
53 2.
7

1,
69
3

（
3.
19
）

（
2.
63
）

（
2.
34
）

（
1.
99
）

（
0.
51
）

（
1.
25
）

（
1,
71
2）

8.
7

6.
4

4.
7

3.
5

0.
64 3.
6

1,
92
9

（
2.
61
）

（
1.
63
）

（
3.
98
）

（
1.
92
）

（
0.
50
）

（
1.
21
）

（
1,
29
7）

8.
6

7.
4

2.
1

2.
5

0.
65 3.
2

2,
30
5

（
1.
90
）

（
2.
34
）

（
2.
54
）

（
2.
15
）

（
0.
49
）

（
1.
39
）

（
1,
89
5）

6.
4

5.
4

3.
1

2.
2

0.
55 2.
9

1,
68
2

（
2.
74
）

（
2.
41
）

（
3.
26
）

（
2.
02
）

（
0.
50
）

（
1.
29
）

（
1,
83
8）

7.
2

5.
3

3.
1

1.
6

0.
34 2.
9

1,
29
7

（
2.
86
）

（
2.
26
）

（
2.
54
）

（
1.
86
）

（
0.
48
）

（
1.
21
）

（
1,
31
5）

0.
00
0

0.
00
0

0.
56
7

0.
52
6

0.
06
8

0.
01
9

0.
00
0

（
出
所
）
筆
者
作
成
。

（
注
）
親
の
属
性
の
う
ち
，
リ
ス
ク
志
向
，
忍
耐
強
さ
，
競
争
志
向
，
認
知
力
は
，
親
の
う
ち
主
と
し
て
経
営
に
携
わ
っ
て
い
る
い
ず
れ
か
の
も
の
。
サ
ン
プ
ル
と
な
る
子
ど
も
が
２
人
以
上

い
る
親
に
関
し
て
は
，
同
じ
グ
ル
ー
プ
で
あ
れ
異
な
る
グ
ル
ー
プ
で
あ
れ
複
数
回
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
て
い
る
た
め
，
ウ
エ
イ
ト
が
大
き
い
。
付
加
価
値
は
20
08
年
と
20
10
年
の
平
均
値
。
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のように子ども本人の選択に影響を与えるに関

する理論的裏付けはないため，きょうだいの数

をきょうだいの属性としてコントロールするに

とどめる。なお，経営者レベルでの観察不可能

な属性による影響をコントロールするため，同

一経営者の子ども間での相関に対して頑強とな

るように誤差項を調整する。

２．推計結果

まず，逐次ロジットモデルを用いて，図 1に

あるように子どもの選択を順々に分析し，表 3

にその推計結果を示す（注13）。第 1列は図 1の一

番上の分岐に対応し，子どもが就学中であるか

（Y ij = 1），そうでないかを決める要因を推計し

ている。表には推計された係数を示しており，

この係数の指数がオッズ比として解釈される。

直感的な解釈としては，係数が正の場合にオッ

ズ比が 1より大きくなり，説明変数の増加に対

してYij = 1となる比率が高まる。逆に係数が負

の場合にオッズ比が 1未満となり，説明変数の

増加に対しYij = 1となる比率が低くなる。第 1

列では統計的に有意となっている変数はないが，

年齢とその二乗の係数をもとに限界効果を計算

すると，17.3 歳以上は（つまりサンプルの子ど

もがすべて含まれる）年齢が上がるにともなっ

て就学中である率が下がるということを示して

いる。

第 2列は図 1の上から 2つめの分岐に対応し，

既卒の子どもの間で教育水準が高等教育以上か

（Y ij = 1），そうでないかを決める要因を推計し

ている。父親の教育水準も母親の教育水準も正

で有意となっており，親と子の教育水準に強い

相関があることを示している。なお，第 1列に

おいても第 2列においても，親の富の係数は有

意ではないため，教育水準の高い親ほど裕福で

あるから子どもの教育に投資しているというわ

けではないことが示唆されている。高等教育へ

のアクセスが向上したことによって，親の教育

水準が高く教育熱心であれば，たとえ裕福では

なくとも子どもの高等教育に投資することがで

きる，あるいは，経営者である以上，たとえそ

の規模が小さくとも，子どもの高等教育に投資

できるほどには裕福であるということを表して

いると解釈されうる。

第 3列と第 4列は，それぞれ図 1の上から 3

つめの左の分岐と右の分岐に対応しており，第

3列では高等教育以上の子どもが家業を継ぐか

（Y ij = 1），そうでないかの要因を，第 4列では

高等教育未満の子どもが家業を継ぐか（Y ij = 1），

そうでないかの要因を推計している。いずれの

列でも男性ダミーが有意となっていないことは，

息子のほうが娘より家業を継ぐわけではないと

いうことを表しており，仮説 2と整合的な結果

である。スピンオフして同産業で新たな企業を

立ち上げることで家業を継ぐという選択肢に

よって，必ずしも選択的に男児が唯一の後継者

となるわけではないことが示唆される。事実，

18 歳以上の子どもが 2人以上いる経営者 76 人

のうち，48 人はその子どもの複数が家業を継

いでおり，その場合は，年少で未婚のきょうだ

いが親の事業体で働き，年長で結婚したきょう

だいはスピンオフして独立，あるいは配偶者の

企業を経営するというパターンがほとんどであ

る。このことは，子どもは若いうちは親元で経

験を積み，結婚すると同時に独立する傾向にあ

ることを表しているのであろう。

ここで，第 4列では第一子ダミーが正で有意

となっていることは，男児が選択的に後継者と
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なっているわけではないとは言いつつも，第一

子は家業を継ぐ傾向にあることを示唆している。

より直接的に長男の選択を分析するために，第

一子ダミーの代わりに長男ダミーを加えて推計

表３　子どもの教育・職業選択（逐次ロジットモデルの推計結果）

⑴ ⑵ ⑶ ⑷

推計に用いる

サンプル
すべて 既卒

既卒で

高等教育以上

既卒で

高等教育未満

被説明変数
就学中で

あれば1

高等教育以上で

あれば1

家業

であれば1

家業

であれば1

グループ（図1参照）
グループ1対

グループ2－5

グループ2・3対

グループ4・5

グループ2対

グループ3

グループ4対

グループ5

年齢 	 4.84

	 （1.32）

	 1.44**

	 （2.39）

	 6.84

	 （1.63）

	 －0.18

	 （－0.57）

年齢の二乗項 	 －0.14

	 （－1.55）

	 －0.027**

	 （－2.26）

	 －0.14*

	 （－1.68）

	 0.0044

	 （0.77）

男性ダミー 	 0.20

	 （0.45）

	 0.61

	 （1.12）

	 －0.68

	 （－0.55）

	 0.23

	 （0.61）

第一子ダミー 	 －0.17

	 （－0.32）

	 －0.11

	 （－0.22）

	 4.64

	 （1.38）

	 0.76*

	 （1.93）

きょうだいの数 	 －0.21

	 （－0.55）

	 －0.059

	 （－0.36）

	 1.02

	 （0.93）

	 0.14

	 （0.67）

教育年数（父親） 	 0.091

	 （0.85）

	 0.28***

	 （3.07）

	 0.57

	 （0.62）

	 －0.16*

	 （－1.83）

教育年数（母親） 	 －0.15

	 （－1.15）

	 0.24**

	 （2.30）

	 －1.15**

	 （－2.42）

	 －0.083

	 （－0.82）

リスク志向 	 －0.068

	 （－0.70）

	 0.0048

	 （0.05）

	 0.42

	 （1.22）

	 0.072

	 （1.00）

忍耐強さ 	 0.13

	 （0.89）

	 0.23

	 （1.36）

	 0.36

	 （0.82）

	 0.24*

	 （1.67）

競争志向ダミー 	 0.064

	 （0.13）

	 0.34

	 （0.52）

	 0.35

	 （0.24）

	 1.24**

	 （2.17）

認知力 	 －0.26

	 （－0.98）

	 0.26

	 （0.88）

	 －0.023

	 （－0.03）

	 －0.11

	 （－0.56）

企業の付加価値 	 0.22

	 （0.66）

	 0.043

	 （0.15）

	 0.20

	 （0.31）

	 0.48

	 （1.36）

（出所）筆者作成。

（注）かっこ内の数字は，z統計量で，標準誤差は同一経営者の子ども間での相関に対して頑強となるよう調整済み。
***，**，*はそれぞれ，統計的に１％，５％，10％で統計的に有意なことを示す。推計には273人のサンプ
ルの子どもを用いており，２人は親の企業の付加価値が負であるため対数をとれず，推計から除かれている。
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表４　子どもの職業選択（二項ロジットと固定効果ロジットモデルの推計結果）

⑴ ⑵

推計方法 二項ロジット 固定効果ロジット

推計に用いるサンプル 既卒 既卒

被説明変数 家業であれば１ 家業であれば１

グループ（図１参照） グループ2・4対グループ3・5 グループ2・4対グループ3・5

教育年数 	 －1.89***

	 （－3.25）

	 －2.76**

	 （－2.42）

年齢 	 －0.21

	 （－0.75）

	 1.00*

	 （1.91）

年齢の二乗項 	 0.0047

	 （0.92）

	 －0.014*

	 （－1.70）

男性ダミー 	 0.17

	 （0.47）

	 0.66

	 （1.34）

第一子ダミー 	 0.84**

	 （2.33）

	 0.48

	 （0.56）

きょうだいの数 	 0.17

	 （0.94）

教育年数（父親） 	 －0.15*

	 （－1.87）

教育年数（母親） 	 －0.10

	 （－1.15）

リスク志向 	 0.12*

	 （1.77）

忍耐強さ 	 0.24*

	 （1.90）

競争志向ダミー 	 1.24**

	 （2.50）

認知力 	 －0.070

	 （－0.40）

企業の付加価値 	 0.38

	 （1.26）

サンプルとなる子どもの数

経営者固定効果の数

	 240 	 97

	 28

（出所）筆者作成。

（注）第１列のかっこ内の数字は，z統計量で，標準誤差は同一経営者の子ども間での相関に対して
頑強となるよう調整済み。サンプルのうち１人の子どもは親の企業の付加価値が負であるため

対数をとれず推計からは除かれている。第２列のかっこ内の数字は，z統計量で，標準誤差は
不均一分散に対して頑強となるよう調整済み。いずれの列においても，***，**，*はそれぞれ，
統計的に１％，５％，10％で統計的に有意なことを示す。
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することも試みたが，推計に十分なバリエーシ

ョンが失われたため逐次ロジットモデルの回帰

分析が収斂しなかった。長男の選択については，

表 4で他の推計方法を用いた結果の分析をする

際に後述する。

第 3列で母親の教育年数が負で有意，第 4列

で父親の教育年数が負で有意となっていること

は，親の教育水準が低い場合に子どもは家業に

残る傾向にあることを意味しており，仮説 3を

支持している。また，第 4列では，忍耐強さと

競争志向とが正で有意となっており，仮説 3を

部分的に支持するかたちで，親の行動経済学的

な属性が子どもの選択に影響を与えていること

を示している。

ここで，親の富については，直近の 2012 年

を除いて 2008 年と 2010 年の付加価値額の平均

をとったとしてもなお，子どもの職業選択がそ

れに影響しているという可能性が残る（たとえ

ば，親元で働く子どもが多いと仕事が早くなり業

績が上がる，あるいはスピンオフした子どもに注

文を回すことで業績が下がる，など）。こうした

内生性の問題を考慮するため，付加価値額を説

明変数から除いて逐次ロジットモデルを推計し

たところ，係数の大きさも有意度もほぼ表 3と

同じ頑強な結果が得られた（結果表の提示は省

略）。したがって，2008 年と 2010 年の付加価

値額を説明変数として用いることによる内生性

の問題は限られているといえよう。

表 3の逐次ロジットモデルにおいては，子ど

もの教育水準ごとの職業選択の分析を行ったが，

表 4においては，高等教育ダミーを外生変数と

して扱い説明変数に加えることで，既卒の子ど

もすべてをサンプルとして家業を継ぐかどうか

の職業選択を分析する。その際，式⑻のY ijを子

どもが家業を継ぐ場合に 1 をとる変数と定義し，

まず二項ロジットモデルを用いて推計し，次に

経営者に特有の観察不可能な要因をコントロー

ルするため，経営者レベルでの固定効果ロジッ

トモデルを推計する。いずれの推計においても，

既卒である子どものみをサンプルとすることで，

グループ 2および 4の子どもと，グループ 3お

よび 5の子どもの属性を対比させて比較する。

第 1列では高等教育ダミーが 1パーセント水

準の負で有意となっており，高等教育に進学し

た子どもは家業以外の職業に就く割合が高いこ

とを示し，仮説 1を支持している。係数の

－1.89 から限界効果を計算すると，高等教育を

受けた子どもはそうでない子どもと比較して，

家業を継ぐ比率が 31.2 パーセントポイント低

くなるということを表している。表 3の第 4列

と同様に，男性ダミーは有意ではないが第一子

ダミーは有意となっている。長男の選択を明示

的に分析するため，第一子ダミーの代わりに，

長男ダミーと長女ダミーを説明変数として加え

て推計したところ，前者は正の 10 パーセント

水準で有意，後者は正だが有意とはならなかっ

た（結果表の提示は省略）。したがって，男児が

家業を継ぐ傾向にあるわけではないが，長男に

限ると家業を継ぐ傾向にあるということが示唆

されており，部分的にのみ仮説 2を支持する結

果となっている。スピンオフするという選択肢

によって複数のきょうだいが家業を継ぐことが

可能ではあるが，それでもなお，文化的な理由

等により長男は親と同じ産業の職業を選ぶ傾向

にあると解釈されうる。

親の属性については，父親の教育年数が負で

有意であり，子ども本人の教育水準を説明変数

としてコントロールしてもなお，親の教育水準
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が子どもの職業選択に影響を与えていることを

示している。親の行動経済学的な属性に関して

は，リスク志向，忍耐強さ，競争志向ダミーが

正で有意となっており，仮説 3を支持している。

経営者レベルでの固定効果を推計した第 2列

においては，推計上の制約により，本人とは異

なる職業選択をした 18 歳以上のきょうだいが

いる子どもにサンプルが限定されるため，サン

プル数が 97 と小さくなる。しかし，それでも

なお高等教育ダミーは負で有意となっており，

異なる職業を選択したきょうだい間では，教育

水準の低い子どもが家業を継ぎ，教育水準の高

い子どもは家業以外の職に就く傾向にあること

を示している。男性ダミーが有意となっていな

いことは，きょうだいの中でも男児が家業を継

ぐ傾向にあるというよりは，それよりも教育水

準の低い子どもほど親からの支援を受けられる

家業を継ぐことを選ぶ傾向にあることを示して

いる。本節での回帰分析により，第Ⅰ節で提起

された仮説がおおむね支持されているという結

果が得られた。

お わ り に

本稿では，成長著しいアジアの新興国である

ベトナムにおける産業集積村の中小企業を対象

として，経営者の子どもの教育と職業の選択を

分析した。こうした集積村は，長きにわたりベ

トナムの非農業部門の発展に貢献し，特にドイ

モイ以後の経済成長の牽引役としての役割を果

たしてきた。しかし，近年では経済発展とそれ

に伴う産業構造の変化や消費者の選好の変化に

よって，集積村における産業の多くが斜陽産業

となりつつある。こうした変化の渦中にある若

者世代の意思決定に関して，本稿ではBecker流

の家族の経済学に基づくミクロ経済学的な理論

モデルを構築して，独自に収集したデータを用

いての実証分析を行った。その結果，経営者の

子どもは高等教育を受けて家業から出ていき，

より成長の見込まれる部門での賃金労働を選ぶ

か，あるいは高等教育には進まず家業に残るか

のいずれかを選ぶ傾向にあることが明らかと

なった。

ベトナムの著しい経済発展とそれに伴う教育

水準の向上により，今日の子どもは親よりもは

るかに教育水準が高いにもかかわらず，彼らの

選択はいまだにBecker流の家族の経済学が示唆

するようなかたちで親からの影響を強く受けて

いる。親の教育水準が高い場合に，その子ども

は高等教育を受け，家業からは出ていく傾向に

あることが明らかとなり，子どもの選択は，親

のリスク志向や競争志向といった行動経済学的

な属性にも左右されていることも示唆された。

本稿が分析の対象としたのは産業集積村のひと

つの事例ではあるが，中小企業によって構成さ

れるこうした集積村はベトナム全土に遍在し，

似たような経済発展とそれに伴う変化を経験し

ている他の新興国も，おそらくある程度は似た

ような状況下にあると考えられよう。

産業が衰退の兆候をみせはじめているにもか

かわらず，今でも過半数以上の子どもが家業を

継いでいるという事実は，産業村の発展によっ

てもたらされた中小企業の経営者になるという

選択肢が，いまだに十分に魅力的であることを

表している。また，経営者の子どもが平均的な

子どもと比較して教育水準が高いという事実も，

村の産業の発展による恩恵であろう。このよう

に，雇用の創出に貢献し，子女の教育水準の向
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上にも貢献してきた産業集積村であるが，今日

衰退の兆しをみせはじめており，今後はいった

いどうなっていくのであろうか。本稿の分析が

示唆するように，村での産業の衰退に従い，能

力の高い子どもほど他の産業へと移っていくと

いう流れが止まらないということは十分にあり

うる。しかし一方で，教育水準の低い子どもが

家業を継ぐという傾向はあるにせよ，今の子ど

も世代は親の世代と比較すると高い教育水準に

ある。そのうえ，例外的にではあるが高等教育

を受けて優秀な次世代の経営者となることが期

待されるという子どもがいるという点を踏まえ

ると，新しい技術や経営方法の導入，あるいは

イノベーションによって，産業が再び勃興する

という可能性は十分にあるのかもしれない。経

営者の子ども世代が継いだ企業が今後どうなっ

ていくのか，そして伝統的に発展してきた産業

が将来どうなっていくのかということについて

は，引き続き研究を積み重ねていきたい。

（注 1）本稿の実証部分には，同著者による論

文 �Family Business Succesion in an Emerging 

Economy� の分析結果の一部を用いている。

（注 2）子が家業以外の職業を選んだ場合の収

入も親の属性に依存すると仮定しても本稿の分

析には影響を与えないが，状況説明の単純化の

ためにこのような仮定を置いた。同様に，親か

らの遺産が子どもの効用だけでなく子どもの収

入に影響を与えると仮定しても，モデルから導

出される含意は同じになる。

（注 3）リスク志向に関しては，実験室的な方

法で金銭的インセンティブを用いた方法でデー

タを収集することも検討したが，Dohman et al.

［2011］の推奨に基づいて，口頭での質問により

リスク志向を尋ねる方法を採用した。

（注 4）複数ある質問のうちのひとつを事後的

にランダムに選び，回答に基づく金額を実際に

支払うことで質問がインセンティブに裏打ちさ

れるようにと準備したが，こうした手続きが村

では禁止されているギャンブルを連想させてし

まったため，経営者から回答をためらわれるこ

とがしばしば生じた。そのため，実際の金額の

支払いは控えることにした。

（注 5）Gneezy Leonard, and List［2009］の実験

によると，自分自身の実績に基づく絶対的評価

による報酬を好む者と，他者との比較による相

対的評価に基づく報酬を好む者の 2通りの選好

があることが明らかになった。本稿では，後者

を競争志向があると分類する。

（注 6）ベトナムにおける教育年度の始まりが

9月で，調査が 12 月に行われたことにより，18

歳になっているが高校生であるという子どもが

2人サンプルに含まれている。しかし，子ども

の誕生月のデータは収集していないため，本稿

では調査時点で子どもが 18 歳以上かどうかでサ

ンプルを区切る。また，どういった学校を卒業

したかについてのデータは収集しなかったため，

高等教育以上といっても，それが専門学校か，

職業学校か，あるいは大学であるのかの識別は

できない。村での聞き取りに基づくと，高等教

育に進んだ子どもの多くは大学に進学しており，

既卒のグループも大学卒業者が多いと考えられ

る。高等教育の細かな分類に基づく分析につい

ては今後の課題としたい。

（注 7）親元で働いた後にスピンオフしたり他

の職業に就いたりすることや，逆に，現在は家

業以外の職に就いているが将来的に家業に戻っ

てくる，といったことも考えられる。しかし，

本稿で用いるデータは，一時点のみのクロスセ

クションであるという制約があるため，こうし

た動学的な分析は今後の課題としたい。

（注 8）今でも結婚は村人の間でなされること

が多いため，配偶者とその親も建設資材産業に

従事している場合がほとんどである。

（注 9）例外的にではあるが，ダーホイ村にお

ける土地の制約を理由として，南ベトナムの新

天地において建設資材産業の企業を立ち上げる

という事例が近年みられるようになってきた。
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（注 10）なお，家業を継いだと分類した子ど

も 171 人のうち，例外的に 3人は親，自分自身，

あるいは配偶者以外の企業で働いており，詳細

なデータは収集していないが，同じ集積地内の

企業で一労働者として働いていると考えられる。

この 3人も親と同産業にいるという点では家業

を継いでいるとみなし，統計分析においては家

業を継いだグループに分類する。

（注 11）なお，第Ⅰ節におけるモデルの説明

については，表記の簡略化のため下付き文字の j

は省いた。

（注 12）付加価値については，別のプロジェ

クトのために著者らが 2010 年にサンプル企業か

ら集めたデータに基づいて計算した。付加価値

を説明変数とすることによる内生性の問題につ

いては，詳細を後述する。

（注 13）逐次ロジットモデルと似たモデルと

して入れ子ロジットモデルがあるが，両者の関

係については Nagakura and Kobayashi［2009］を

参照されたい。本稿では，それぞれの選択肢に

特有の変数がないため入れ子ロジットを用いる

ことができず，逐次ロジットを用いる。
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